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【研究ノート】

SUMMARY
 The UN’s Disaster Risk Reduction（DRR）efforts began in earnest in the 1990s with
the designation of the decade as the International Decade for Natural Disaster
Reduction（IDNDR）. The first World Conference on Natural Disaster Reduction was
held in 1994 in Yokohama, Japan. The second and third conferences were also held in
Japan, and the strategies and frameworks adopted at the conferences all include
Japanese place names. Despite this, the strategies and frameworks adopted by the UN
are rarely mentioned in DRR research and measures in Japan.
 This paper, therefore, focuses on the public forum, a side event of the world confer-
ences, and examines some of its characteristics. Specifically, the paper examines the
public forums at the second conference in Hyogo in 2005 and the third conference in
Sendai in 2015 and compares their contents to examine whether these fora have
enabled diverse people to be involved in DRR.
 The results show that the number of fora and participants at the Sendai conference
increased significantly compared to the Hyogo conference and that the number of
events including ‘community’ and ‘women’ in the public forum increased, suggesting
that the scope of DRR efforts is broadening. In addition, an increasing number of the
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organisers of such events are non-profit-making organisations, suggesting that these
organisations are taking a greater interest in DRR. There has also been an increase in
the number of private companies also increased, suggesting that interest in DRR is
gradually increasing across a wide range of sectors.
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1．はじめに

　国連による防災の取り組みは，1990年代を「国

際防災の10年（International Decade for Natural 

Disaster Reduction（IDNDR））」と定めたこと

により本格的に開始された．その後，1994 年に

第 1 回の防災世界会議が横浜で開催された．第

2 回，第 3 回ともに日本において開催され，ま

た，会議で採択された戦略や枠組にはいずれも

日本の地名が含まれている．しかし，それにも

関わらず日本における防災研究や防災対策にお

いては，国連が採択した戦略や枠組について言

及されることが少ない．平和と安全の維持，先

進国と途上国の格差解消などといった国連の主

要な活動の多くが途上国で実施されていること

等も影響していると考えられる．しかし，同じ

く国連で採択された国際的な枠組には例えば、

2015 年の「持続可能な開発のための 2030 アジ

ェンダ」，いわゆる SDGs があるが，日本国内に

おける SDGs への社会的な関心は高い．2015 年

には「仙台防災枠組」が国連によって採択され

ているが，SDGs に比べると，社会からの関心

は低いと言わざるを得ない．もちろん，「国際

化」が常に最善の選択肢とは限らないので，国

連による取り組みに対する関心が低いことが直

ちに問題となるわけではない．とはいえ，そう

した取り組みを知った上で国際化を選択しない

のと，知らずして国際化していないという状況

には大きな隔たりがあろう．

　本稿は，日本のこうした現状が生じている原

因を明らかにすることが目的ではなく，国連に

よる防災の取り組みに対する関心を喚起するこ

とを目的としている．そこで，国連防災世界会

議で実施されたサイドイベントである Public 

forum に着目し，その特徴について若干の検討

を行った．Public forum は，一般市民も含めた

多様な人々が関与できるイベントであり，こう

したイベントが広がりつつあることを示すこと

で国連が推進する防災に対する関心を喚起する

ことを意図している．具体的には，2005 年の第

2 回会議と 2015 年の第 3 回会議における Public 

forum を取り上げ，その内容を比較することで，

防災に関与する人々が拡大していることを示す．

2．国連による防災の取り組み

　国連による防災の取り組みについて，国連防

災機関（United Nations Disaster Risk Reduc-

tion（UNDRR））の Website に略年表が掲載さ

れている［1］．これによれば，国連が「防災」に本

格的に取り組み始めたのは，1990 年代であると

言える．それまでも例えば 1962 年のイラン・ボ

インザラ地震などをはじめとする災害対応は実

施されてきたが，これらは災害が発生する度に

事後的に総会決議を行っていた．また，1970 年

代に入り，United Nations Disaster Relief Office

（UNDRO）が設立されたが，その名称からも明

らかなように，災害発生後の対応に主眼が置か

れていた．事前の計画や対策も含めた総合的な
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防災対策の嚆矢は，国連が 1990 年代を「国際防

災の 10 年（ International Decade for Natural 

Disaster Reduction）」と定めたことと言えよう．

　「国際防災の 10 年」については，1984 年に世

界地震工学会議の席上で，当時の全米科学アカ

デミー（National Academy of Sciences）の代

表であったフランク・プレスが行った基調講演

がきっかけとなっている［2］．フランク・プレスは，

The role of Science and Engineering in Miti-

gating Natural Hazardsという講演の中で，Inter-

national Decade of Hazard Reduction （IDHR）

を提唱している［3］．この講演が契機となり，そ

の後，1987 年 12 月の第 42 回国連総会で，日本

とモロッコが主提案国となり，93 カ国の共同提

案で「国際防災の 10 年」が採択された［4］．とり

わけ途上国における自然災害（地震や風水害，

火山噴火等に加え，バッタやイナゴの大量発生

なども含まれる）による人的，物的，社会的，経

済的被害を国際協調によって軽減することが国

際防災の10年の目的であることが定められた［5］．

その後，国連事務総長は，国際防災の 10 年の枠

組を検討するための運営委員会を設置し，さら

に，その後，国際防災の 10 年の期間中に具体的

に実施すべき事業を検討するために，25 人から

なる専門家会議が設置されている．1989 年 12

月の第 44 回国連総会で，155 カ国の共同提案で

国際防災の10年の実施要領が採択された．この

決議では，国際防災の 10 年のための国際行動枠

組（International Framework of Action for the 

International Decade for Natural Disaster 

Reduction）と名付けられた付帯決議も採択さ

れ，その中で国際防災の 10 年の具体的な目標が

5 つ定められた他，1994 年にこの行動枠組の中

間評価を行うことも定められた．また，毎年 10

月の第2水曜日を「国際防災の日（International 

Day for Natural Disaster Reduction）」とする

ことが定められた1），［6］．

　この付帯決議にしたがって 1994 年 5 月 23 日

から 27 日に国際防災の 10 年の中間評価等を目

的として，World Conference on Natural Disas-

ter Reductionが横浜市において開催された．こ

の会議は，国連が主催した防災に関する最初の

世界会議である．最終的な会議の成果文書とし

て，「横浜戦略（Yokohama Strategy and Plan 

of Action for a Safer World: Guidelines for 

Natural Disaster Prevention, Preparedness 

and Mitigation）」［7］が採択された．横浜戦略で

は，災害は，発展途上国や先進国であっても貧

しい人々に大きな影響を与えていること，防災

の第一義的な責任は各国にあることが指摘され

ている．その上で国際レベルでの地域内協力の

必要性や国際社会の協働の必要性も指摘されて

いる．また，国際社会が応急対応（response）

を中心とした防災対策を行ってきたことについ

て，限定的で高価な対策であると批判している．

さらに防災の 4 つの構成要素（disaster preven-

tion, mitigation, preparedness, and relief）は持

続可能な発展政策と相補的であり，こうした防

災の 4 要素を国家の開発計画に組み込むべきで

あると指摘される．

　横浜戦略は，1990 年代のみを対象とした戦略

ではなかったため，戦略そのものは，引き続き

有効ではあったが，1990年代が終わるにあたり，

「国際防災の 10 年」も活動を終えることとなっ

た．その後の変遷について UNDRR の Website

の年表［1］を参考にまとめると以下の通りである．

国際防災の 10 年事務局については，1999 年 7

月の経済社会評議会決議に基づき，機関間タス

クフォースと機関間事務局とに引き継がれた．

2000 年以降の国連の防災の取り組みは，Inter-

national Strategy for Disaster Reduction とし

て推進されることとなった．そして，上記の機

関間事務局が UNISDR と呼ばれる事務局となっ

た．その後 2002 年に国連総会は，事務総長に
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2004 年に横浜戦略のレビューの計画と調整を求

めた．翌 2003 年には，国連総会は，横浜戦略の

レビューの完結を主な目的とした，第 2 回の防

災世界会議（World Conference on Disaster 

Reduction）を 2005 年 1 月に兵庫県神戸市にお

いて開催することを決定した．

　2005 年 1 月 18 日～22 日に開催された第 2 回

防災世界会議では，横浜戦略のレビューが実施

され，「兵庫行動枠組（Hyogo Framework for 

Action 2005－2015: Building the Resilience of 

Nations and Communities to Disasters ）」［8］が

採択された．兵庫行動枠組では，横浜戦略の評

価結果を踏まえ，10 年間に期待される成果とし

て，「災害によるコミュニティ・国の人命及び社

会的・経済的・環境的資産の損失を大幅に軽減

する．」ことを掲げた．そしてこの成果を達成す

るための戦略目標が 3 つ定められ（表 1），さら

に 5 つの優先行動（表 2）が採択された．

表 1　兵庫行動枠組における戦略目標

a.全てのレベルにおいて，持続可能な開発のための
政策，計画策定に災害リスクの視点をより効果的に
統合し，災害の予防，軽減，備え，脆弱性軽減につ
いて特に重点を置く．
b.災害対応力 7 を体系的に高めるために，全てのレ
ベル，特にコミュニティーレベルで，制度，仕組み，
及び能力を開発・強化する．
c.被災したコミュ二ティの復興に際し，リスク軽減
アプローチを緊急時の備え，応急対応，復興プログ
ラムの設計，実施に計画的に取り入れる．

出典）兵庫行動枠組（暫定仮訳）［9］

　その後，2012 年 12 月の国連総会において，

2015 年の早い時期に，兵庫行動枠組の実施状況

の評価と 2015 年以降の防災の枠組の採択のため

に日本において第 3 回の防災世界会議を開催す

ることが決定した［10］．開催都市については，

2013 年 5 月の閣議で仙台市において開催するこ

とが了解され［11］，その後，2013 年 12 月の国連

総会で，正式に 2015 年 3 月 14 日～18 日の会期

で仙台市において開催することが議決された．

　第 3 回の国連防災世界会議においても第 2 回

と同様に終期を迎えた国際的な枠組の評価が行

われ，新たな枠組である「仙台防災枠組（Sendai 

Framework for Disaster Risk Reduction 2015

－2030）」［12］が採択された．兵庫行動枠組につい

ては，レジリエンスの構築や損失・損害の削減

には一定の進展が見られたと評価されているも

のの，引き続き，災害リスクの大幅な削減のた

めに，人々とその健康と暮らしにより明確な焦

点を当てて根気強く，粘り強く取り組むこと，

そして進捗状況を定期的にフォローアップする

ことが必要であることが指摘されている．その

上で，仙台防災枠組において達成すべき成果と

して「人命・暮らし・健康と，個人・企業・コ

ミュニティ・国の経済的・物理的・社会的・文

化的・環境的資産に対する災害リスク及び損失

を大幅に削減する」ことを掲げている．そして

追求される目標（goal）として「ハザードへの

暴露と災害に対する脆弱性を予防・削減し，応

急対応及び復旧への備えを強化し，もって強靭

性を強化する，統合されかつ包摂的な，経済的・

構造的・法律的・社会的・健康的・文化的・教

育的・環境的・技術的・政治的・制度的な施策

を通じて，新たな災害リスクを防止し，既存の

災害リスクを削減する」ことが定められた．

　加えて過去の枠組みにはなかった 7 つの国際

表 2　兵庫行動枠組における 5つの優先行動

1.災害リスクの軽減は，実施へ向けた強力な組織的
基盤を備えた国家・地方における優先事項であるこ
とを保証する
2.リスクの特定，評価，監視と早期警戒を強化する
3.全レベルにおいて安全の文化と災害に対する抵抗
力を培うために，知識，技術革新，教育を利用する
4.潜在的なリスク要素を軽減する
5.全てのレベルにおける効果的な対応のための災害
への備えを強化する

出典）兵庫行動枠組（暫定仮訳）［9］
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目標（ global targets ）も定められた（表 3 ）．

さらに，4 つの優先行動も定められた（表 4）．

表 3　仙台防災枠組における 7つの国際目標

（a）災害による世界の 10 万人当たり死亡者数につ
いて，2020 年から 2030 年の間の平均値を 2005 年
から 2015 年までの平均値に比して低くすることを
目指し，2030 年までに世界の災害による死亡者数
を大幅に削減する．

（b）災害による世界の 10 万人当たり被災者数につ
いて 2020 年から 2030 年の間の平均値を 2005 年か
ら 2015 年までの平均値に比して低くすることを目
指し，2030 年までに世界の災害による被災者数を
大幅に削減する．

（c）災害による直接経済損失を，2030 年までに国
内総生産（GDP）との比較で削減する．

（d）強靱性を高めることなどにより，医療・教育
施設を含めた重要インフラへの損害や基本サービス
の途絶を，2030 年までに大幅に削減する．

（e）2020 年までに，国家・地方の防災戦略を有す
る国家数を大幅に増やす．

（f）2030 年までに，本枠組の実施のため，開発途
上国の施策を補完する適切で持続可能な支援を行い，
開発途上国への国際協力を大幅に強化する．

（g）2030 年までに，マルチハザードに対応した早
期警戒システムと災害リスク情報・評価の入手可能
性とアクセスを大幅に向上させる．

出典）仙台防災枠組 2015‒2030（仮訳）［13］

表 4　仙台防災枠組における 4つの優先行動

1.災害リスクの理解
2.災害リスクを管理する災害リスク・ガバナンスの
強化
3.強靱性のための災害リスク削減への投資
4.効果的な災害対応への備えの向上と，復旧・復興
過程における「より良い復興（Build Back Better）」

出典）仙台防災枠組 2015‒2030（仮訳）［13］

　さらに，会議は国連総会に対して，仙台防災

枠組の国際的な進捗を測定する指標案の開発の

ため，オープンエンドな政府間専門家作業部会

を第 69 回国連総会にて立ち上げることを推奨

し，2015 年 6 月の国連総会において立ち上げが

議決された［14］．現在，Open-ended Intergovern-

mental Expert Working Group on Indicators 

and Terminology （OIEWG）と呼ばれる作業部

会が策定し，2017 年 2 月の国連総会で議決され

た 38 の国際指標［15］によって，仙台防災枠組で

定められた 7 つの国際目標の進捗が毎年評価さ

れ，その達成に向けて各国で取り組みが進めら

れている．例えば，Measuring Implementation 

of the Sendai Framework2）で進捗状況を確認

することができる．

3．国連による防災の取り組みに対する関心

　上述のように本稿執筆時点（2022 年）ですべ

ての国連防災世界会議が，日本がホスト国とな

って開催されてきた．しかしながら，会議が日

本において開催されてきたにもかかわらず，国

連による防災の枠組が日本の防災対策や防災研

究で言及されることは多くはない．例えば，日

本で刊行された学協会刊行物，大学研究紀要，

国立国会図書館の雑誌記事索引データベースな

どの学術論文情報の検索が可能な CiNii を利用

して，「仙台防災枠組」あるいは「仙台枠組」を

フリーワード3）として，2015 年以降に刊行され

た論文等の検索を行った結果を表 5 に示す．ま

た，同期間に「防災」をフリーワードとして検

索した結果も合わせて示す．

表 5　�「仙台防災枠組」，「仙台枠組」，「防災」に関
する論文等の数

キーワード 論文等の数
仙台防災枠組 30 件
仙台枠組 0 件
防災 19,434 件
出典）2022年 3月 1日に行ったCinii の検索結果に基づ

き筆者作成

　この結果，防災に関連するであろうと推測さ

れる論文等の中で，仙台防災枠組を含むものは

わずかに 0.15％であった．

　他方で，防災分野の英文誌の一つである

「International Journal of Disaster Risk Reduc-
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tion 」を例に挙げれば，「 Sendai framework 」

という言葉を含む論文数は，表 6 に示すように，

日本に本拠を置く著者によるものとそれ以外の

国に本拠を置く著者によるものとでは，その割

合はほとんど異なっていない．

　こうした割合の違いは，英文誌の検索結果が

純粋に学術論文誌のみを対象としている一方で，

CiNii 検索は，一般の商業誌なども対象としてお

り，その範囲が広範にわたっていることに一つ

の理由があると思われる．しかし，仙台防災枠

組においては，その指導原則で「Disaster risk 

reduction requires an all-of-society engage-

ment and partnership.」と述べられており，全

員の関与と協力関係が必要であることが指摘さ

れている［12］．学術研究のみならず，社会のさま

ざまな領域において防災に取り組まれる必要が

ある．この点で，CiNii のようなさまざまな媒体

を対象としているデータベースによる検索結果

において，仙台防災枠組を含む刊行物の数が少

ないのは望ましい状況ではない．もちろん，仙

台防災枠組という言葉こそ含まれていないが，

仙台防災枠組の達成に向けた取り組みが実施さ

れている可能性はある．とはいえ，同じく 2015

年に策定された持続可能な開発目標（Sustain-

able Development Goals （SDGs））に比べると，

仙台防災枠組に対する社会の関心は低いと言わ

ざるを得ない．それは例えば，新聞記事数の表

表 6　「Sendai framework」に関する論文数

著者所属機関の所在地
日本 日本以外

Sendai framework
を含む論文数

48 件 436 件

全体の論文数 268 件 2,461 件
全体に占める
Sendai framework
を含む論文数の割合

17.9％ 17.7％

出典）2022 年 3 月 1 日に行った Science Direct の検索
結果に基づき筆者作成

われている．読売新聞と朝日新聞のデータベー

スにおいて，2015 年以降に掲載された「仙台枠

組」あるいは「仙台防災枠組」を含む記事数と

「SDGs」を含む記事数を検索した結果を表 7 に

示す．

　表 7 から明らかなように，SDGs はマスメデ

ィアでも頻繁に取り上げられている．日本にお

いて SDGs への関心が高まった契機として，経

団連の企業行動憲章へ SDGs が盛り込まれたこ

と，現行の学習指導要領の前文に「持続可能な

社会」という言葉が含まれるようになったこと

等がその理由として指摘されている［18］．SDGs

は，貧困や格差，福祉や教育，ジェンダーなど，

多岐にわたるテーマを対象としているために，

企業や学校などで取り組みやすいという理由も

あるように思われる．

　しかし，上述の企業行動憲章では，「自然災害

等に備え，組織的な危機管理を徹底する」［19］こ

とが掲げられているほか，学習指導要領でも理

科や社会などで災害や防災を取り上げることと

なっている．にも関わらず，防災が SDGs と同

等に関心が持たれているかと言えば，かなり疑

わしい．

　そこで，次節では，防災と SDGs の比較では

なく，防災の現在と過去の比較を試みる．具体

的には，市民が関与できる国連防災世界会議の

Public forum に着目し，その内容を比較するこ

とで，防災に多様な人々が関与でき，関心が高

表 7　�「仙台枠組」，「仙台防災枠組」，「SDGs」に関
する新聞記事数

仙台枠組あるい
は仙台防災枠組 SDGs

読売新聞 27 件 2,195 件
朝日新聞 32 件 2,618 件

出典）2022年3月1日に行った読売新聞記事データベー
ス「ヨミダス歴史館」及び朝日新聞記事データ
ベース「聞蔵 II ビジュアル」の検索結果を基に
筆者作成
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まるような状況となってきているのか否かを検

討する．

4．パブリックフォーラム

　国連防災世界会議においては，「仙台防災枠

組」のような国際的な枠組み等を議論する本会

議とともに，パブリックフォーラムと総称され

る各種のサイドイベントが開催される．こうし

たパブリックフォーラムは，広く市民が参加す

ることが期待されて開催されるものであり，開

催形態もシンポジウムや展示など多様である．

一般市民を含めた人々の国連が推進する防災へ

の関心を高めるためには，こうした市民が関与

できるパブリックフォーラムを活用することが

その一つの方策であると考えられる．そこで，

本節では，これまでの防災世界会議において，

パブリックフォーラムがいかに活用されてきた

のかを明らかにし，市民による防災への関与の

広がりについて検討する．

　1994 年の横浜会議については，当時のプログ

ラム冊子を入手することができず，会議開催地

の横浜市総務局が発行した『国連防災世界会議

横浜推進委員会報告書』［20］を確認したが，パブ

リックフォーラムの詳細は不明であった．そこ

で本稿ではプログラム冊子を参照できた第 2 回

国連防災世界会議（国連防災世界会議推進協力

委員会事務局発行）と第 3 回国連防災世界会議

（第 3 回国連防災世界会議仙台開催実行委員会

発行）を取り上げることとする．なお以降では，

第 2 回国連防災世界会議を兵庫会議，第 3 回国

連防災世界会議を仙台会議と表記する．

　兵庫会議と仙台会議の構成は表 8 に示す通り

である．なお，兵庫会議のThematic segmentは

テーマ別に国連加盟国や国際機関等が行う会議

であり，仙台会議の Multi-stakeholder segment

と対応していることから，名称こそ違えども両

会議の全体の構成は同一であると考えられる．

このうち，市民が関わることができるのは，Public 

forum が中心となる．なお，Public forum の構

成については，兵庫会議，仙台会議で一部異な

っていることから，本稿では比較のために兵庫

会議，仙台会議の両方で実施された Workshops

（仙台会議での呼称は Side events．プログラム

冊子では，いずれの会議においても「シンポジ

ウム・セミナー」と訳されている．）を中心に取

り上げる．

4.1　Public forum の実際

　筆者らは仙台会議において 2015 年 3 月 17 日

10時～15時30分に「Emerging Trends in Disas-

ter Risk Reduction: Tackling Black Swans, 

Hyper Risks and Extreme Events 」というテ

ーマで，セミナーを開催した．仙台会議におけ

る位置づけは，Public forum の中 Side event と

なる．英国（レスター大学，オクッスフォード・

ブルックス大学），アラブ首長国連邦（現代科学

大学），オーストラリア（ RMIT 大学），日本

（関西大学）の研究者とカナダ（カナダ国防研究

所）とケニア（国連開発計画）の実務者が研究

発表を行った．当日のプログラムを表 9 に示す．

　世界各国から約 40 名の方々が参加し，ハイパ

ー・リスク社会における防災・減災の新潮流に

表 8　兵庫会議と仙台会議の構成

兵庫会議 仙台会議
• �Intergovernmental seg-
ment

• Thematic segment
• Public forum
 Workshops
 Exhibition booths
 �ECHO good prac-

tices
 Poster session

• �Intergovernmental seg-
ment

• �Multi-stakeholder
segment

• Public forum
 �Children and Youth

forum
 Side events
 �Poster/ Exhibition

etc.
 �Thematic pavilions/

DRR industry
exhibition etc.

出典）プログラム冊子に基づき筆者作成
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表 9　�Emerging Trends in Disaster Risk Reduction
のプログラム

Welcome and Opening Comments

Part I: Complexity Thinking: Vulnerability Analy-
sis of Critical Infrastructure
Network Thinking: Understanding interdependencies
and interconnectivity to support vulnerability analy-
sis and DRR

Dr Anthony J Masys and Dr Nibedita Ray-
Bennett（University of Leicester, UK）

Emerging Critical Infrastructure Vulnerabilities: a
perspective of systems thinking & reflective sce-
nario planning

Dr Tie Xu and Dr Anthony J Masys（University
of Modern Sciences Dubai and University of
Leicester, UK）

Part II: Systems Thinking, Systems Failure and 
Systems Alignment for DRR and Development
Why more women die in disasters than men? :
Making the case for ‘systems failure’

Dr Nibedita S Ray-Bennett and Mr Bede
Wilson（University of Leicester, UK）

Towards a systems approach to drought resilience
in the Horn of Africa

Mr Samuel Akera, Mr J.A.C. Manzano, Mr L.
Ogallo, Dr Nibedita S Ray-Bennett and Dr
Anthony J Masys（UNDP, Nairobi, IGAD
Climate Prediction and Applications Centre
（ICPAC）, Nairobi and University of Leices-
ter, UK）

Disaster Dynamics: The Unintended Effects of
Disaster Resilience Initiatives

Mr Bede Wilson（University of Leicester, UK）
Trust, emergent learning and building of communi-
ties of practice: Lessons we can draw from the
case of drought proofing in Maharashtra, India

Dr Supriya Akerkar（Oxford-Brookes Univer-
sity, UK）

Part III: Tackling Complexities and Hyper-Risks
Co-learning in Nepal: How can we learn from
each other? Realising co-learning between experts
and non-experts

Dr Hideyuki Shiroshita（Kansai University,
Japan）

A Critical Pedagogy of Risk: Empowering Children
with Knowledge and Skills for DRR

Dr Briony Towers（RMIT University, Australia）
Reactive to Pro-active to Reflective Disaster
Responses: Introducing Critical Reflective Practices
in Disaster Risk Reduction（DRR）

Dr Nibedita S Ray-Bennett, Dr Anthony
Masys, Dr Hideyuki Shiroshita and Professor
Peter Jackson（University of Leicester, UK）

Concluding Remarks from the Chairs

出典）筆者作成

関する研究発表をもとに，今後求められる防災・

減災の具体的な方策を提案することを目的に活

発な議論を行った．

　さて，この Side event の実施については，

2014 年 9 月 16 日を締め切りに Public forum の

公募があり，11 月 6 日に採択結果の通知があっ

た．公募では Side events，Exhibition，Poster

に分けて募集があった．Public forum の主な目

的として，防災とレジリエンス構築に関する意

識の高揚，防災，レジリエンス，復興に関する

知識の普及に貢献することが掲げられている［21］

ことから，事務局による選考があったとはいえ

ども大抵の提案が採択されたと思われる．兵庫

会議については，詳細な募集方法は不明である

が，会議の構成が類似していることから同様の

方法で募集がなされたものと思われる．なお，

いずれの会議においても，同一の主催者が複数

の Public forum を実施していることから，主催

者毎の開催数の制限などは特にないものと思わ

れる．兵庫会議と仙台会議における Public 

forum を比較したのが表 10 である．

表 10　�兵庫会議と仙台会議における Public forum
の比較

兵庫会議 仙台会議

会期 2005 年 1 月 18 日
～ 22 日（5 日間）

2015 年 3 月 14 日
～ 18 日（5 日間）

Workshops/
Side events 66 件 398 件

Exhibition 189 件 200 件以上
Poster 82 件 100 件以上

参加者数
Workshops 
15,000 人，
Exhibition & 
Poster 25,000 人

Side events 
55,414 人※，
Exhibition & 
Poster 他 100,518
人

※東日本大震災総合フォーラムへの参加者数を含む．
出典）UNISDR［22］，第 3回国連防災世界会議仙台開催

実行委員会［23］を参考に筆者作成

　兵庫会議と仙台会議を比較して分かることは，

会期は同じ 5 日間であったにも関わらず，シン
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ポジウム・セミナー（Workshop＝Side events）

の件数が 5 倍以上になっていること，参加者数

についても大幅に増加していることである．

SDGs と比較すると防災は市民から関心がもた

れていないようなテーマに思われるが，2005 年

の兵庫会議と 2015 年の仙台会議の比較からは，

10 年間で市民の防災に対する関心が高まったよ

うに推察される．

4.2　Public forum の広がり

　次に Public forum の内容について検討する．

Public forum については，主催者がその結果を

とりまとめて報告していることもある．例えば，

まとまったものとしては，Journal of Disaster 

Research が 2016 年 に Special Issue on the 

Third United Nations World Conference on 

Disaster Risk Reduction （WCDRR） – Public 

Forum という特集を企画し，18 件の論文が掲

載されている［23］．とはいえ，全てのイベントの

主催者がこのようなとりまとめを行っているわ

けではなく，また，こうした文献をもとに一つ

ひとつの内容を詳細に検討することは困難であ

るので，本稿ではプログラム冊子に掲載された

情報を手がかりに，ある程度の傾向の把握を試

みることとする．具体的には，プログラム冊子

に掲載された Public forum の事業名（イベント

のタイトル）と主催者名に着目した分析を行う．

　プログラム冊子には，原則として日本語と英

語の両方が併記されているが，仙台会議のプロ

グラム冊子については，一部，英語のみとなっ

ている事業があった．後の分析の関係で，事業

名については筆者が日本語に翻訳した．以下で

の分析においては，プログラム冊子で兵庫会議

では Workshops，仙台会議では Side events と

して掲載されている事業について一件ずつ入力

を行ったデータを用いる．なお，最終的な件数

は，兵庫会議は 69 件，仙台会議は 361 件であ

り，表 10 に示す件数とは一致しなかった．この

原因については明らかではないが，プログラム

冊子印刷後に中止になるなどした事業があった

ものと推察される．

（1）　事業名の分析

　まず，事業名については，「KH Coder 3」を

用いて形態素解析を行った．この際，兵庫会議

では，事業名に共催事業名（第 9 回震災対策技

術展）が付されていたものが複数存在したが，

当該共催事業名については形態素数のカウント

に影響を与えることから削除を行っている．ま

た，減災，レジリエンス，レジリエントの 3 語

については，デフォルト設定では形態素として

正しく抽出されず，これらの語がさらに分解さ

れてしまう（例えば，減災ではなく，減と災と

して抽出される）ことから，強制抽出するよう

に設定している．以上の条件の下に兵庫会議と

仙台会議の事業名一覧について形態素解析を行

った．その結果，兵庫会議では 239 種類の形態

素が合計で 461 回出現しており，仙台会議では

927 種類の形態素が合計で 2,888 回出現してい

た．これらの形態素のうち，会議別の頻出語ト

ップ 50 件を表 11 に示す．

　先述の通り，両会議で事業件数が大きく異な

っているため実数の比較には意味が無いが，い

ずれの会議でも「災害」や「防災」，「地域」と

いった言葉の出現回数が多いことが分かる．ま

た，シンポジウムの事業名を抽出しているため

に「シンポジウム」も多数抽出されている．他

方，仙台会議では，「復興」という言葉が上位に

入っていることが大きな特徴となっている．こ

れは，兵庫会議の開催が阪神・淡路大震災から

10 年目であった一方で，仙台会議の開催は東日

本大震災から 4 年目であったことが影響してい

ると思われる．このことは「大震災」という語

の順位が兵庫会議に比べても仙台会議では上位



－ 28 －

社会安全学研究　第 13 巻

表 11　事業名における頻出語トップ 50

兵庫会議 仙台会議
抽出語 出現回数 抽出語 出現回数
災害 25 防災 147
防災 18 災害 124

シンポジウム 12 地域 52
国際 8 復興 49
地域 8 レジリエンス 46
地震 8 シンポジウム 44
軽減 7 大震災 36
研究 7 リスク 33
震災 7 社会 33
年 7 東日本 33

フォーラム 6 向ける 32
リスク 6 管理 22
対応 6 減災 21

アジア 5 コミュニティ 20
会議 5 構築 20
神戸 5 支援 20
対策 5 役割 20
安全 4 教訓 19
回 4 考える 18

協力 4 アジア 17
社会 4 フォーラム 17

大震災 4 学ぶ 16
都市 4 活動 16

備える 4 強い 16
プロジェクト 3 経験 16

ワークショップ 3 都市 16
技術 3 強化 15
緊急 3 女性 15
健康 3 世界 15
減災 3 対策 15

向ける 3 レジリエント 14
阪神 3 課題 14
市民 3 教育 14
支援 3 対応 14
守る 3 被災 14
情報 3 市民 13
人 3 情報 13

世界 3 国際 12
淡路 3 実践 12
知恵 3 津波 12
津波 3 連携 12
in 2 ワークショップ 11

ガラス 2 技術 11
セミナー 2 研究 11
ネット 2 ポスト 10

マネジメント 2 安全 10
ラジオ 2 活用 10
遺産 2 新た 10
開発 2 震災 10
活動 2 地震 10

出典）筆者作成

に位置づけられていることからも推察される．

　加えて，仙台会議では，「レジリエンス」とい

う言葉が上位に入っており，その形容詞である

「レジリエント」も上位に入っている．兵庫会議

からの 10 年間で，レジリエンスという言葉が防

災分野において注目すべき一つのキーワードと

なったことが分かる．「減災」という言葉につい

ても，兵庫会議に比べ，仙台会議ではより上位

に位置づけられていることから，「減災」という

言葉も人口に膾炙しつつあるといえる．

　防災の広がりという観点では，仙台会議では

兵庫会議では上位 50 件に含まれない「コミュニ

ティ」が上位に入っていることが特徴的である．

また，仙台会議では，「女性」も含まれている．

いずれの会議でも「市民」が含まれているが，

仙台会議では，「市民」よりも「コミュニティ」

や「女性」などがより上位に位置づけられおり，

防災の裾野がより広がっているように思われる．

（2）　主催者の分析

　次にこうした傾向を確認するために，両会議

の主催者についても分析を行った．会議主催者

については，形態素解析を行っても，固有名詞

が多数含まれることが予想されることから，ど

ういった種類の組織が会議を主催しているのか

を検討する．具体的には，主催者（複数で共催

の場合はその全て）を一覧にし，その組織名を

元に主催者の分類を行った．なお，組織名から

推測が困難な場合は，当該組織の Website など

を確認することで分類を行った．兵庫会議では，

延べ 96 の組織が関わっており，仙台会議では，

延べ 487 の組織が関わっていた．その内訳は，

図 1 及び図 2 に示すとおりである．

　兵庫会議，仙台会議ともにその順位には変動

があるが，上位 5 種別は，非営利の法人，大学，

任意団体，国家行政機関，地方公共団体という

点，そしてそれら 5 種別が全体の約 7 割を占め
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出典）筆者作成
図 2　仙台会議の主催者分類

出典）筆者作成
図 1　兵庫会議の主催者分類
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ているという点には変化はなかった．その中に

あって，非営利の法人と大学のプレゼンスが高

くなったことが仙台会議の特徴であるといえる．

ここでいう非営利の法人とは，NPO や NGO，

日本であれば社団法人や財団法人も含まれてお

り，また，任意団体とは，こうした法人格を持

たない法人や事業実施のために構成されたと思

われる実行委員会などが含まれる．仙台会議で

は，非営利の法人が占める割合が最も高くなっ

た．実数も仙台会議の方が約 5 倍多いので，こ

の 10 年で防災に関心を持つ非営利の法人の数が

増えたのではないかと推察される．また，大学

が占める割合も高くなっているが，国の内外を

問わず，防災を研究・教育の対象とする大学が

増えており，そうした状況を反映した結果と考

えられる．他方で，国家行政機関や地方公共団

体が占める割合も依然として高く，所謂「公助」

の比率が高いという状況には大きな変化がない

ようにも思われる．

　上位 5 種別以外のところに目を向けると，民

間企業が兵庫会議の 2％から仙台会議では 6％

に増えている．SDGs には多くの企業も取り組

んでいることから，防災への民間企業の参画が

増えていることは，多様な人々が防災に関わる

という点では望ましいことであろう．

5．おわりに

　本稿では，国連による防災の取り組みの歴史

を概観し，日本においては，国連が推進する防

災の取り組みに対する関心が高くないことを指

摘した．その上で 2 つの防災世界会議―兵庫

会議と仙台会議―を事例に，市民も参画可能

な Public forum に着目し，それらの特徴や変化

について，若干の検討を加えた．その結果，仙

台会議では，兵庫会議に比べ，事業数も参加者

数も格段に増加したことが明らかとなり，また，

Public forum においては，「コミュニティ」や

「女性」などが事業名に含まれる事業が増えてお

り，防災の取り組みの裾野が広がっているよう

に思われる結果となった．また，こうした事業

の主催者については，非営利の法人が増えてお

り，NPO や NGO，社団法人，財団法人といっ

た組織が防災への関心を高めていると推察され

た．さらに，民間企業の参画も増えており，

SDGs に比べればまだまだ関心が低いといえど

も，多様な領域で防災への関心が高まりつつあ

るように考えられる結果となった．

　他方で，今回の分析では，事業名において出

現頻度の高い言葉や主催者全体に占める割合の

高い種類の組織に着目した議論を中心に行った．

裾野の広がりという点では，頻度や割合が低く

とも種類が増えているという点も重要であろう．

兵庫会議と仙台会議とで，事業数が大きく異な

り，単純な比較検討はできないことから，その

点については十分な議論ができなかった．また，

仙台会議後には，『市民のための仙台防災枠組

2015－2030』といった冊子が発行されるなど，市

民レベルでの関心を高めるための動きも見られ

る．本稿では，こうした動きについては，全く

取り上げることができなかった．今後は，議論

に用いるデータや事例を充実させ，より広範か

つ詳細な議論が必要である．本稿が国連が推進

する防災の取り組みに関心を持つための一助と

なれば幸いである．
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注
1）2009 年以降は，10 月 13 日に変更され，名称も

International Day for Disaster Reduction と
なっている．
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2）UNDRR. Measuring Implementation of the 
Sendai Framework https://sendaimonitor.
undrr.org（2022 年 2 月 15 日確認）

3）ここでいうフリーワードとは，登録されている
論文の様々な情報（論文名，著者名，抄録等）の
どこかに合致した論文を探し出すものである．
ただし，参考文献内の情報は含まれない［16］．
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